
8 2022.8

　　ヤングケアラーをどのように把握し、どのよう
な支援体制としているか。
　　本市では、学校や保育所等で日頃から児童・生
徒等の観察や家庭の状況把握、地域からの情報収集
等を行いヤングケアラーに該当する児童・生徒等を
把握し、適切な対応を取っています。
　現時点で学校や保育所等からの情報はありません
が、引き続き積極的な把握に心がけ、見逃すことが
ないよう情報収集に努めるとともに、事案が確認さ
れた場合には、福祉、教育の関係機関が連携して相
談支援を行っていきます。
　今年度、愛媛県がヤングケアラーの早期発見と支
援策の検討を行うため、県内の公立小学校５・６年
生と、中学校、高校に通う児童・生徒を対象とした
アンケートを実施する予定と伺っています。その調
査結果は、県、市町の福祉や教育部門で共有して、
地域の実情に応じた支援の取組を推進することと
なっています。本市でも、関係機関と連携を図りな
がら実態に応じた支援体制等を検討する考えです。

　　市内にはどのくらいの所有者不明土地、空き家
があるのか。また、改正された特別措置法によっ
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て、どのようなことが可能となるのか。
　　所有者不明土地数は、令和４年５月末時点で約
220筆で、これらのほとんどは相続登記がされてい
ない土地で現状把握はできていません。また、市内
の空き家総数は2,065戸で、そのうち所有者不明空
き家数は、約160戸となっています。
　これまで老朽危険空き家等への対応は、平成28年
度から補助制度を創設し撤去の推進を図っており、
所有者不明の危険家屋への対応では、周辺住民から
の苦情や問合せなど、その内容に応じて該当土地や
建物に関して再調査を行い、その結果、大半の家屋
が所有者の特定に至っています。
　今回の法改正により、所有者不明土地の有効活用
が容易になったものと考えています。この改正を契
機に、まずは所有者不明土地の全体的な把握と、問
題となっている事案の整理など、庁内の関係各課と
協議・検討を進める考えです。

　　プラスチック資源潤滑促進法の施行で、リサイ
クルの一層の推進が図られる中、プラごみはこれま
での分別収集方法を見直すべきと考えるがいかが
か。
　　現在、本市では家庭ごみを７種分別とし、ペッ
トボトルや発泡スチロール容器は資源ごみとして資
源化に努めていますが、その他のプラスチック使用
製品ごみは、燃やすごみとして焼却処理をしていま
す。今後は、早急に脱炭素化に向けた取組を充実さ
せる必要があると認識しており、現在焼却している
プラスチック使用製品ごみについても、焼却から資
源化への転換を図っていきたいと考えています。
　分別収集の見直しでは、その他のプラスチック使
用製品ごみの資源循環を促進するための適正な分別
基準を策定することが重要になります。そのため、
環境省の手引や先進自治体の取組事例を参考にする
とともに、市民に分かりやすい分別基準の検討や、
再商品化に向けたルート調査を実施するなどの検証
を行ったうえで、できるだけ早く新たな分別収集の
仕組みを構築したいと考えています。
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